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 芳香消臭脱臭剤協議会 

 

 

      自 ２０２４年１０月 １日 

     至 ２０２５年 ９月３０日 

 

 

概  要 

 

当協議会設立の趣旨に則り、本年度実施した主な事業は次の通りです。 

 

１．「一般消費者用芳香・消臭・脱臭剤の自主基準」の実施徹底と一層の充実 

    ２０２４年度承認件数３６件 

    ２０２４年度廃版件数２３件 

       適合マーク承認件数７９０件（２０２４年度末現在） 

 

２．未加入企業に対する入会勧誘 

    ２０２４年度入会件数５社（退会６社） 

       会員数９７社（２０２４年度末現在） 

 

      ３．会員相互の理解と目的意識の高揚のための場の設定検討          

第５４回研修会開催（会員企業４５社／から１６７名参加） 

第５５回研修会開催（会員企業３０社／から１２８名参加) 

       

   ４．関係官公庁および関係諸団体との連携の継続 

       経済産業省：化審法におけるNPEの取扱方法に関して情報共有 

「労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行等」について情報共有 

       日本エアゾール協会：エアゾール缶廃棄方法の啓蒙の仕方の検討 

   日本エアゾール協会：ガス抜きキャップ（中身排出機構）等の装着に関する調査 

 

      ５．一般消費者ならびに関係各機関・業界に対する広報・啓発活動 

       適合マーク広告など 

 

本年度は理事会を4回開催し、以下の事業を行った。 

 
１．「一般消費者用芳香消臭・脱臭剤の自主基準」の実施徹底と一層の充実 
（１）適合マーク使用状況（2024年度） 

        ●申請書承認   36件 承認件数813件（2025/9/30現在) 
    ●更新届受理書   75件 

●変更届受理書  17件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



２．未加入企業に対する入会勧誘 

（１）会員動向 

       前期末 98社、入会5社、退会6社、今期末97社 

●入会 プロモツール株式会社 

    株式会社enable 

    レバンテ株式会社 

    美ら技研製薬株式会社 

    株式会社LIXIL 

     

●退会 助川化学株式会社 

    アルファミック株式会社 

    株式会社ジェネライツ 

    フィーネ製薬株式会社 

    ライオン株式会社 

    国際衛生株式会社 

 

３．会員相互の理解と目的意識の高揚 

（１）議事録・関連情報の配付     

役員会、理事会の議事録および関連情報を会員に配付した（第244回～第247回）。 

（理事会での主な議事内容） 

● 2024/12/5 第244回理事会  （オンライン開催） 

・総会書面決議に関して報告 

・2024年度における課題について協議 

・理事メンバーの退会について協議 

・理事会、研修会含めた年間行事予定の確認 

 

●2025/2/10 第 245 回理事会 （オンライン開催）  

・経産省より化審法におけるNPEの取扱方法に関して情報共有 

 ・日本エアゾール処理対策協議会について報告 

・事務局運営の変更・見直しに関して協議 

     ・今年度研修会に関して協議 

 

 

●2025/6/4 第 246 回理事会 （リアル開催） 

 ・経産省より「労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行等」について情報共有 

 ・日本エアゾール処理対策協議会について報告および協議 

 ・理事交代について協議 

・今年度 2 回目研修会に関して協議 

 

 

●2025/9/18 第 247 回理事会 （リアル開催） 

・日本エアゾール処理対策協議会に関するアンケートについて報告 

・日本規格協会より「JIS Z 7252およびJIS Z 7253の改正にまつわる勉強会」 

について情報共有 

     ・第1回研修会について報告 

・来年度研修会の実施内容について協議 

・次回総会に関して協議 

・問い合わせフォーム・CRMシステム導入について協議 

・理事メンバー退会について協議 



 

＜芳香消臭脱臭剤協議会ホームページに掲載した関連情報＞ 

●[2025.03.04] 『第245回理事会議事録』を会員ページに掲載しました。 

●[2025.02.06] 『第244回理事会議事録』を会員ページに掲載しました。 

●[2024.11.11] 『第243回理事会議事録』を会員ページに掲載しました。 

 

（２）第37回通常総会開催  

    第37回通常総会を書面決議にて開催した 

     第１号議案 2023年度事業報告の件 

     第２号議案 2023年度収支報告の件 

     第３号議案 2024年度事業計画の件 

     第４号議案 2024年度収支予算の件 

     第５号議案  役員改選 

    について承認を得る。 

 

（３）研修会の開催 

         

2025 年度は、リアルとオンライン双方のメリットを継続的に活用するため、第 56 回（6 月

4 日：品川）および第 57 回（9 月 18 日：新大阪）研修会ともにハイブリッド形式での開催

とした。 

まず、6 月 4 日に品川で開催した第 56 回研修会では、2 つの講演を通じて、におい・香りに

関する知識を段階的に深められる構成とした。「芳香・消臭・脱臭製品の性能試験方法」の

解説で基礎的な事項を学び、「“いい香り”のその先へ：製品価値を高める香料の機能性」

では最新の研究に基づいた香料の応用技術について、発展的な紹介を行った。 

参加者からは、新入社員を中心に、初期学習の機会としても有効であったという声や、「に

おいに関して、基礎的な内容から応用的なことまで幅広く」、「業務に直結する内容であっ

た」といった評価が多く寄せられ、幅広い層の会員のニーズに応えることができた。 

研修会後は、現地参加者間の名刺交換や情報交換が例年通り活発に行われ、会員の皆様の交

流の場として機能した。 

 

続く 9 月 18 日に開催した第 57 回研修会では、これまで東京での開催が多かった中、久しぶ

りに大阪会場（CIVI 研修センター 新大阪東）にて開催し、西日本エリアでの参加促進につ

ながった。 

この研修会でもハイブリッド形式を採用したことで、場所の制約を受けることなく、最新の

換気技術や香気成分分析に関する先進的な取り組みを全国の会員様へ発信することができ

た。 

超小型ガスクロマトグラフの紹介においては、現地に実機をお持ち込みいただき、リアル参

加者は直接的な理解を深め、オンライン参加者も遠隔カメラを通じて使い方やその簡便さ・

有用性を把握することができ、『オンライン』の大きな利点と『リアル』ならではの体験価

値を効果的に両立させた。 

今後とも、リアルとオンラインのメリットをバランス良く活用しつつ、会員の皆様が引き続

き高い関心を持って参加いただけるよう、時代の流れや会員のニーズを的確に捉えた演題、

そして今回のような開催地の多様化も視野に入れながら、研修会の更なる充実を図ってい

く。 

 

 

 

 

 



第 54 回研修会 

 日時：2025 年 6 月 4 日 

場所：TKP ガーデンシティ PREMIUM 品川 HEART（リアル・オンライン同時開催） 

参加人数：４５社 １６７人（３３名リアル参加 １３４名オンライン参加） 

① ：「芳香・消臭・脱臭製品の性能試験方法について」

講師：地方独立行政法人大阪産業技術研究所 和泉センター 

高分子機能材料研究部 喜多幸司様 

② ：「“いい香り”のその先へ：製品価値を高める香料の機能性」

講師: 高砂香料工業株式会社 三原 尚様 

第 55 回研修会 

日時：2024 年 9 月 18 日 

場所：：CIVI 研修センター 新大阪東（リアル・オンライン同時開催） 

参加人数：３０社 １２８人（３２名リアル参加 ９６名オンライン参加） 

① ：「換気による室内悪臭除去と課題 ～ 空気清浄機・芳香消臭剤の活用～」

講師：株式会社 朝日工業社 技術研究所 

主席研究員 村上栄造様 

② ：「香気成分分析におけるその場分析可能な超小型ガスクロマトグラフの紹介とその応用」 

講師：ボールウェーブ株式会社 代表取締役社長 赤尾慎吾様 

４．関係官公庁及び関係諸団体との連携の継続 

（１）経済産業省

・化審法におけるNPEの取扱方法について会員へ周知

・「労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行等」について情報共有

（２）（社）日本エアゾール協会  

・エアゾール缶廃棄方法の啓蒙の仕方の検討

・中身排出機構等の対策推進

・２０２４年度エアゾール生産量、中身排出機構の実態調査の協力

（３）日本広告審査機構（JARO）

・会誌入手、情報収集

（４）日本規格協会

・JIS Z 7252及びJIS Z7253改正動向説明会について会員へ周知

（５）その他各種団体などからの問い合わせ

相手先 件数 内容 件数 

会員企業 約２２０ 自主基準 約 ５ 

非会員企業 約 ２０ 入・退会 約 ３０ 

報道機関 １ 名簿・会員照会 約 ７０ 

官公庁・公共機関 ５ 適合マーク 約 ４０ 

業界団体 ０ 製品紹介 ０ 

その他 ９ 市場   ０ 

その他 約１１０ 

計 約２５５件 合計 約２５５件 

昨年度約１７０件：前年比１５０％ 



５．一般消費者ならびに関係各機関・業界に対する広報・啓発活動 

（１）適合マーク認知度アップ活動

＜適合マークの啓発＞

・日本消費経済新聞のマーク特集に掲載

（２）ホームページ充実

・議事録の掲載等を実施した。

・研修会に関する案内情報を掲載した。

以上 


